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（目的） 

第１条 この条例は、高知県市町村総合事務組合規約（平成 17 年高知県指令 16 高市振第

1983 号。以下「規約」という。）第 12 条の規定に基づき、高知県市町村総合事務組合（以

下「組合」という。）を組織する地方公共団体（以下「構成団体」という。）の負担金に関

し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（退職手当に関する市町村負担金） 

第 2 条 規約第 3 条第 1 項第 1 号に規定する事務の負担金は、この条に規定する一般負担金

（公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成 12 年法律第 50 号）

第 2 条第 1 項及び第 3 項、第 5 条第 1 項、第 6 条第 2 項、第 9 条、第 10 条第 1 項、第 2 項

及び第 3 項並びに第 12 条の規定に基づき定められた構成団体の条例（以下「職員派遣条

例」という。）の規定により派遣されることとなる職員（以下「派遣職員」という。）の派

遣の期間中に係る負担金を含む。）及び特別負担金並びに次条に規定する負担金とする。 

2 一般負担金は、次の各号に定める職員に係る給料月額（（給料月額の減額改定（平成 18 年

3 月 31 日以前に行われた給料月額の減額改定を除く。）によりその者の給料月額が減額され

たことのある場合において、その者の減額後の給料月額が減額前の給料月額に達しない場

合にその差額に相当する額を支給する旨を定めている場合は、当該差額を含む。）、派遣職

員にあっては、仮にその者を派遣させなかった場合に支給することとなるであろう給料月

額）にそれぞれ当該各号で定める割合を乗じて得た額とする。 

 (1) 市町村長、副市町村長、収入役、教育長及び公営企業の管理者  1000 分の 300 



 (2) その他の職員  1000 分の 190  

3 特別負担金は、次の各号により算出された額とする。 

(1) 退職の日以前 1 年以内において給料表所定の昇給期間を経ずして昇給（以下「特別昇

給等」という。）している場合 その者に支給される退職手当の額からその者に特別昇給

等がなかったものとした場合に支給される退職手当の額を減じた額 

 (2) 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職若しくは過員を生ずることに

より退職する場合、又はその者の非違によることなく勧奨を受けて退職する場合 その

者に支給される退職手当の額からその者が自己都合により退職したものとした場合に支

給される退職手当の額を減じた額 

 (3) 1 号かつ 2 号に該当する場合 その者に支給される退職手当の額からその者が特別昇

給等がなく、かつ、自己都合により退職したものとした場合に支給される退職手当の額

を減じた額 

 (4) 職員が退職手当条例第 6 条の 4 の規定による退職手当の調整額の支給を受けた場合 

当該退職手当の調整額に相当する額 

 （退職手当に関する市町村負担金の還付又は特別徴収） 

第 3 条 規約第 3 条第 1 項第 1 号の事務を共同処理する団体（以下この条において「共同処理

団体」という。）が、共同処理団体でなくなったときは、既に当該団体が納付した負担金の

100 分の 98 に相当する額と、当該団体の職員に支給した退職手当の総額との差額（以下、

次条において「累積収支差額」という。）を還付し又は徴収する。ただし、市町村合併（2

以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置き、又は市町村の区域の全部

若しくは一部を他の市町村に編入することで市町村の数の減少を伴うものをいう。）により

組合から脱退し、新市又は新町において、引続き規約第 3 条第 1 項第 1 号の事務を共同処

理する場合、又は共同処理団体が、共同処理団体でなくなった場合において、その職員が

引き続いて他の共同処理団体の職員となったときは、この限りでない。 

2 新しく規約第 3 条第 1 項第 1 号を共同処理する市町村、市町村の一部事務組合及び広域連

合は、組合議会で定めた負担金を納付しなければならない。 

3 市町村合併又は管理者の定める事由により、共同処理団体の職員が引き続き共同処理団体

以外の職員となった場合、当該共同処理団体が納付した当該職員に係る一般負担金の 100

分の 98 に相当する額を当該共同処理団体に還付する。 

4 市町村合併又は管理者の定める事由により、共同処理団体以外の職員が引き続き共同処理

団体の職員となった場合、当該共同処理団体は組合議会で定めた負担金を納付しなければ

ならない。 

（累積収支差額の調整） 

第 3 条の 2 前年度末日における累積収支差額が前年度に納付した一般負担金に 3 を乗じて得

た額を超える支出超過となる構成団体の長にあっては、第 2 条第 2 項各号に定める割合に

管理者と協議により定めた割合を加えて得た額を一般負担金として納付するものとする。 

2 前項に定める負担金の納付の時期は、管理者と協議をして、これを定める。 

（消防団員等公務災害補償等に関する市町村負担金） 

第 4 条 規約第 3 条第 1 項第 2 号から同条第 6 号に規定する事務の負担金は、消防公務災害補

償等負担金、消防退職報償金負担金及び消防特別負担金とする。 



2 消防公務災害補償等負担金は損害補償費割及び事務費割とし、消防団員責任共済令第 4 条

第 1 項の規定により組合が基金に支払うこととなる掛金の額に毎年度組合の予算で定める

事務費の額を加えたものを、次の割合によって各構成団体ごとに算定した額の合計額とす

る。 

人 口 割  100 分の 50（人口は、消防団員責任共済令第 4 条第 1 項第 3 号によ

る。） 

消防団員数割  100 分の 30（団員数は、消防団員責任共済令第 4 条第 1 項第 1 号によ

る。） 

  地方交付税基準財政需要額割  100 分の 20（基準財政需要額は、地方交付税法（昭和

25 年法律第 211 号）第 11 条により算定した前年度の額と

する。） 

3 消防退職報償金負担金は、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令（昭

和 31 年 11 月 19 日政令第 346 号。以下「消防団員責任共済令」という。）第 4 条第 3 項の

規定によって各構成団体ごとに算定した額 

4 消防特別負担金は、規約第 3 条第 1 項第 4 号から第 6 号までの事務を共同処理する団体

（以下この項において「共同処理団体」という。）で発生した災害により死亡し、又は障害

の状態となった場合において、高知県市町村総合事務組合消防賞じゅつ金及び殉職者特別

賞じゅつ金支給条例（平成 17 年高知県市町村総合事務組合条例第 24 号）及び高知県市町

村総合事務組合特別ほう賞金支給条例（平成 17 年高知県市町村総合事務組合条例第 25

号）の規定に基づき消防賞じゅつ金及び消防殉職者特別賞じゅつ金並びに特別ほう賞金を

授与したことにより特別交付税に関する省令（昭和 51 年自治省令第 35 号）第 3 条の規定

に基づき共同処理団体に特別の財政需要があるものとして交付された交付税に相当する額 

 （消防団員等公務災害補償等に関する市町村負担金の還付） 

第 5 条 規約第 3 条第 1 項第 2 号から第 6 号の事務を共同処理する団体が、当該事務を共同処

理する団体でなくなったときは、別表第１中当該団体の持分額の欄に掲げる金額に当該年

度の前年度の末日の高知県市町村総合事務組合基金条例（平成 17 年高知県市町村総合事務

組合条例第 30 号。以下「基金条例」という。）第 2 条第 1 項第 3 号に掲げる消防賞じゅつ

金等基金の総額と別表第１中合計額の項に掲げる金額との差額に別表第 2 中当該団体の持

分率の欄に掲げる率を乗じて得た額を加えた額（1 円未満は四捨五入とする）とする。ただ

し、市町村合併（2 以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置き、又は市

町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入することで市町村の数の減少を伴うも

のをいう。）により組合から脱退し、新市又は新町において、引続き規約第 3 条第 1 項第 2

号から同条第 6 号の事務を共同処理する場合となったときは、この限りでない。 

（議会議員公務災害補償等に関する市町村負担金） 

第 6 条 規約第 3 条第 1 項第 7 号に規定する事務の負担金は、この条に規定する議会議員公務

災害補償負担金及び次条に規定する負担金とする。 

2 議会議員公務災害補償負担金は、毎年 4 月 1 日現在の規約第 3 条第 1項第 7号の事務を

共同処理する団体の議員定数に、あらかじめ組合に申し出た標準補償基礎額に対

応する別表第 3 の標準補償基礎額に掲げる区分に対応する負担金額を乗じて得

た額とする。ただし、4 月 2 日以後において議会の議員定数が増加したときは、



当該団体は、その都度増加した議会の議員定数に対応する負担金を納付しなけ

ればならない。また、年度の中途において加入する場合においては、負担金に

ついては月割の所要額を組合に納入するものとする。 

 （議会議員公務災害補償等に関する市町村負担金の還付又は特別徴収） 

第 7 条 規約第 3 条第 1 項第 7 号の事務を共同処理する団体が、当該事務を共同処理する団体

でなくなったときは、既に当該団体の納付した負担金及び準備積立金の総額から当

該団体が組合に加入した年度から脱退する年度までの間に、組合の事務に充て

た経費の額に財団法人町村議会議員公務災害補償等組合連合会の事務に要した

経費の額を加えた額を差し引いた額と当該団体の議員に支給した災害補償金の

額との差額を還付し又は徴収する。ただし、規約第 3 条第 1 項第 7 号の事務を共同処理

する団体が市町村合併（2 以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置き、

又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入することで市町村の数の減少を

伴うものをいう。）により組合から脱退する場合は、この限りでない。 

2 会計年度の中途で脱退する場合における前条の規定による脱退する年度の事務に要した経

費の額の算出は、当該年度の末日に脱退するものとして取り扱うものとする。 

 （自治会館管理に関する市町村負担金の還付又は特別徴収） 

第 8 条 規約第 3 条第 1 項第 9 号の事務を共同処理する団体が、当該事務を共同処理する団体

でなくなったときは、脱退する日の属する年度の初日の属する年の 1 月 1 日現在における

組合所有の土地に隣接する固定資産税路線価を 100 分の 70 で除して得た額に当該土地の地

積を乗じて得た額（１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額。）に当該団体の

平成 16 年 4 月 1 日現在の 44 町村が自治会館設立時に負担したそれぞれの負担金を負担金

総額で除して得た別表第 4 に定める割合（以下「持分率」という。）を乗じて得た額を、第

2 項の規定により算出された負担金を納付した団体については、その額の 100 分の 80 に相

当する額を還付する。ただし、当該団体が、規約第 3 条第 1 項第 9 号の事務を共同処理す

る他の団体と合併し、新市又は新町において、当該事務を共同処理する場合となったとき

は、この限りでない。 

2 新しく規約第 3 条第 1 項第 9 号を共同処理する市町村は、加入する日の属する年度の初日

の属する年の 1 月 1 日現在における組合所有の土地に隣接する固定資産税路線価を 100 分

の 70 で除して得た額に当該土地の地積を乗じて得た額（１円未満の端数を生じたときは、

これを切り捨てた額。）に当該市町村が新た規約第 3 条第 1 項第 9 号の事務を共同処理する

日の直近に告示された国勢調査における高知県の人口に占める当該市町村の人口の割合を

乗じて得た額を納付しなければならない。 

3 規約第 3 条第 1 項第 9 号の事務を共同処理する団体が、当該事務を共同処理する団体以外

の市町村と合併し、新市又は新町において、引続き当該事務を共同処理する場合は、合併

前の当該事務を共同処理する団体以外の団体について前項の規定により算出された額を納

付しなければならない。ただし、規約第 3 条第 1 項第 9 号の事務を共同処理する団体が、

当該事務を共同処理する他の団体と合併し、新市又は新町において、引続き当該事務を共

同処理する場合は、この限りでない。 

（納付期限） 

第 9 条 この条例に定める負担金の納付期限は次の各号により定める。 



(1) 第 2 条第 2 項に定める一般負担金は、毎月月末 

(2) 第 4 条第 2 項に定める消防公務災害補償等負担金及び第 3 項に定める消防退職報償金

負担金は、当該負担金の総額を前期及び後期（2 分の 1 の額）に区分して、前期分は 4 月

20 日、後期分は 10 月 20 日 

(3) 第 6 条第 2 項に定める議会議員公務災害補償負担金は、5 月末日、同条ただし書きに

ついては、その増加した日の属する月の翌月末日 

2 前項各号に掲げる負担金以外の負担金の納付期限は管理者が定める日までに納付しなけれ

ばならない 

（督促並びに延滞金） 

第 10 条 構成団体の負担金が、納期限までに完納されない場合においては、組合は納期限後

20 日以内に督促するものとする。 

2 組合は、組合に納付すべき市町村負担金（既に納付された金額及び 1000 円未満の端数を除

く。）に対し日歩 4 銭の割合で納期限の翌日から完納の日までの日数によって計算した延滞

金を徴収することができる。 

 （この条例施行に関し必要な事項） 

第 11 条 この条例の施行に関し、必要な事項は規則で定める。 

 

附 則 

（施行日） 

1 この条例は、平成 17 年 2 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2 この条例の施行の日に加入していた規約第 3 条第 1 項第 7 号を共同処理する

団体にかかる第 6 条に定める議会議員公務災害補償負担金については、平成 20 年

度から適用し、それまでの間は標準補償基礎額の 100 分の 20 の額とする。 

 

附 則（平成 17 年 4 月 4 日条例第 32 号） 

この条例は、平成 17 年 4 月 10 日から施行する。 

附 則（平成 17 年 8 月 9 日条例第 37 号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成 17 年 8 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 18 年 3 月 7 日条例第 2 号） 

 この条例は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 18 年 7 月 14 日条例第 10 号） 

 この条例は、平成 18 年 6 月 29 日から施行する。 

附 則（平成 19 年 2 月 1 日条例第 5 号） 

 この条例は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 19 年 8 月 13 日条例第 13 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 20 年 2 月 5 日条例第 3 号） 

この条例は公布の日から施行する。 

   附 則（平成 20 年 8 月 12 日条例第 9 号） 



この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 21 年 2 月 12 日条例第 6 号） 

この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 21 年 6 月 3 日条例第 11 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 22 年 2 月 26 日条例第 1 号） 

 この条例は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 25 年 2 月 28 日条例第 6 号） 

 この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 27 年 2 月 25 日条例第 4 号） 

 この条例は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 



別表第 1（第 5 条関係） 

 

構　成　団　体 持分額（単位：円）
室戸市 2,458,710
安芸市 2,324,580
南国市 3,550,760
土佐市 2,770,670
宿毛市 2,789,050

土佐清水市 2,569,090
四万十市 3,901,810
香南市 2,687,160
香美市 3,287,340
東洋町 602,620
芸西村 534,600
本山町 874,140
大豊町 1,438,460
土佐町 955,940
大川村 221,780
いの町 2,792,950

仁淀川町 1,651,350
佐川町 1,397,150
越知町 1,001,490
日高村 637,750
大月町 1,206,970
三原村 321,010
黒潮町 1,725,120

嶺北広域行政事務組合 55,620
仁淀消防組合 85,190

高吾北広域町村事務組合 71,610
高幡消防組合 8,882,200

幡多中央消防組合 98,320
中芸広域連合 1,897,330

合　　計　　額 52,790,770

 

 



別表第 2（第 5 条関係） 

構 成 団 体 持分率 

室戸市 0.0465746  

安芸市 0.0440338  

南国市 0.0672610  

土佐市 0.0524840  

宿毛市 0.0528322  

土佐清水市 0.0486655  

四万十市 0.0739108  

香南市 0.0509021  

香美市 0.0622711  

東洋町 0.0114153  

芸西村 0.0101268  

本山町 0.0165586  

大豊町 0.0272483  

土佐町 0.0181081  

大川村 0.0042011  

いの町 0.0529060  

仁淀川町 0.0312810  

佐川町 0.0264658  

越知町 0.0189709  

日高村 0.0120807  

大月町 0.0228633  

三原村 0.0060808  

黒潮町 0.0326784  

嶺北広域行政事務組合 0.0010536  

仁淀消防組合 0.0016137  

高吾北広域町村事務組合 0.0013565  

高幡消防組合 0.1682529  

幡多中央消防組合 0.0018625  

中芸広域連合 0.0359406  

 

  



別表第 3（第 6 条関係） 

単位:円 

標準補償基礎額 市町村議会議員 
特別地方公共団体の議

会議員 

7,000 2,450 1,750 

7,500 2,625 1,875 

8,000 2,800 2,000 

8,500 2,975 2,125 

9,000 3,150 2,250 

9,500 3,325 2,375 

10,000 3,500 2,500 

10,500 3,675 2,625 

11,000 3,850 2,750 

11,500 4,025 2,875 

 12,000 4,200 3,000 

12,500 4,375 3,125 

13,000 4,550 3,250 

13,500 4,725 3,375 

14,000 4,900 3,500 

14,500 5,075 3,625 

15,000 5,250 3,750 

15,500 5,425 3,875 

16,000 5,600 4,000 

16,500 5,775 4,125 

17,000 5,950 4,250 

17,500 6,125 4,375 

18,000 6,300 4,500 

18,500 6,475 4,625 

19,000 6,650 4,750 

19,500 6,825 4,875 

20,000 7,000 5,000 

20,500 7,175 5,125 

21,000 7,350 5,250 

21,500 7,525 5,375 

22,000 7,700 5,500 

22,500 7,875 5,625 

23,000 8,050 5,750 

 



別表第 4（第 8 条関係） 

構成団体 持分率 構成団体 持分率 

香南市 0.1024 いの町 0.1026 

香美市 0.1021 仁淀川町 0.0540 

東洋町 0.0201 中土佐町 0.0340 

奈半利町 0.0145 佐川町 0.0407 

田野町 0.0106 越知町 0.0312 

安田町 0.0134 梼原町 0.0186 

北川村 0.0112 日高村 0.0234 

馬路村 0.0091 津野町 0.0302 

芸西村 0.0193 四万十町 0.0914 

本山町 0.0219 大月町 0.0276 

大豊町 0.0457 三原村 0.0091 

土佐町 0.0243 黒潮町 0.0413 

大川村 0.0103  

     


